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後見関係事件の運用上の諸問題及び第二期成年後見制度利用促進基本計画を踏ま

えた地方自治体等との連携における課題に関する本協議会の議論の要旨は、以下の

とおりである。

第1 地方自治体等との連携について1 地方自治体等との連携について

1 都道府県との適切な連携に向けた方策

第一期計画の下での地域連携に関する振り返りとして、複数の庁から、 自治

体には人的にも財政的にも制約があることに留意すべきであるという指摘があ

り、一つ一つのステップを大切にし、できることから連携を進めるというスタ

ンスが重要なのではないかという意見があった。第二期計画の内容のみからは

各地域における福祉･行政と司法の具体的な役割分担が必ずしも明確ではなく、

具体的に何をすればよいのかが分かりにくいことが連携を図るためのあい路の

一つとして挙げられるが、福祉・行政と裁判所がそれぞれの立場や役割を相互

に理解しながら地道に意見交換をすることで円滑な連携が生まれたなどの紹介

があった。また、裁判所の立場や役割を踏まえつつ、地域連携ネットワークの

支援機能として、受任者調整等が求められる理由を丁寧に説明し、連携の趣旨

を共有することが重要であるとの意見もあった。

都道府県との関係でも、第二期計画において、都道府県の役割が拡充されて

いる一方で、地域の実情を踏まえながら、できることから地道に一歩ずつ進め

ていくという姿勢が必要であり、都道府県の役割や立場を理解した上で、人間

関係を構築しながら連携を強化していくことが重要であるという意見があった。

2福祉・行政の取組に対する裁判所職員の理解の浸透に向けた方策

複数の庁から、 自治体や中核機関が主催する研修や勉強会に裁判所の職員が

参加したり、裁判所に福祉関係機関の職員を招いて研修を行ったりするなどの

取組を通じて、福祉・行政に対する理解を深めるとともに、 これらの機会に裁

判所の立場や役割を発信しているという紹介があった。受任者調整会議（模擬

も含む｡）に参加した庁からは､①地域の実情や、申立てがされるまでの行政を
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中心とした関係機関の取組や運用について理解することができた、②福祉・行

政の現場の苦労や悩みといった､記録に現れない背景事情を知ることができた、

③受任者調整会議においては、裁判所が審理する場合と比べて情報量が豊富で

ある上、福祉・行政の立場から、多角的な視点で検討が行われていることが理

解できたなどの紹介があり、適切な選任審判をするために事前に受任者調整が

行われることが重要であることのほか、受任者調整のプロセスに対する理解を

深めることが地域連携や運用改善を前進させることについて、認識が共有され

た。

また、複数の庁から、研修や会議等に参加した職員のみならず、他の職員に

対しても広く周知。浸透を図る必要があるとの意見があり、①管理職のみなら

ず、普段から事件処理を担当している職員にも偏りなく参加してもらえるよう

にしている、②参加した職員において簡単なレポートを作成してもらい、 これ

を全職員に回覧している、③月に数回、事例検討会を開催し、福祉・行政の研

修等に参加した職員が他の職員に結果還元をする機会を設けているといった取

組の紹介があった。

第2後見人等の選任・交代の在り方

いくつかの庁から、 自治体や専門職団体との間で苦情対応をテーマに意見交

換を行ったという紹介があった。関係機関の役割分担や連携の方策について、

今後丁寧に検討していく必要があるとの意見があった。また、関係機関から、

個人情報の取扱いに関する検討や、そもそも苦情を発生させないための地域づ

くりが重要ではないかという指摘があったなどの紹介があったほか、実際に地

域連携ネットワークによる支援機能の整備が進んでいる地域では、専門職団体

や福祉･行政等の窓口においてそれぞれの役割に応じた相談対応がされており、

苦情として正式にあがってくるものは少ないとの紹介もあった。

第3報酬算定の在り方等

本年度の後見関係事件事務打合せ及び家事専門・特別研究会（後見）を通じ
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た協議・研究の結果を踏まえながら､報酬算定の基本的な考え方を共有すると

ともに《実際の運用に向けたあい路や問題点を取り上げ、今後の方向性につい

て協議した。

3


